
ｉ 協同組織金融機関の場合には、普通出資及び優先出資に区分して記載すること（「１ 株
式等の状況」の「


発行済株式総数、資本金等の推移」から「３ 配当政策」までにお

いて同じ。）。

ｉ 協同組織金融機関の場合には、普通出資及び優先出資に区分して記載すること（「１ 株
式等の状況」の「


発行済株式総数、資本金等の推移」から「３ 配当政策」までにお

いて同じ。）。
ｊ 相互会社にあっては、記載を要しない（「１ 株式等の状況」の「


所有者別状況」か

ら「

役員・従業員株式所有制度


の内容」まで及び「４ 株価の推移」において同じ。）。
ｊ 相互会社にあっては、記載を要しない（「１ 株式等の状況」の「


所有者別状況」か

ら「

従業員株式所有制度


の内容」まで及び「４ 株価の推移」において同じ。）。


ストックオプション制度の内容 ［加える。］
第二号様式記載上の注意に準じて記載すること。この場合において、第二号様式記載上
の注意中「最近事業年度」とあるのは「当事業年度」と、「届出書」とあるのは「報告書」
と読み替えるものとする。


ライツプランの内容 ［加える。］
第二号様式記載上の注意に準じて記載すること。この場合において、第二号様式記載上
の注意中「最近事業年度」とあるのは「当事業年度」と、「届出書」とあるのは「報告書」
と読み替えるものとする。


その他の新株予約権等の状況




新株予約権等の状況

第二号様式記載上の注意に準じて記載すること。この場合において、第二号様式記載上

の注意中「最近事業年度」とあるのは「当事業年度」と、「届出書」とあるのは「報告書」

と読み替えるものとする。


ａ 新株予約権又は新株予約権付社債を発行している場合には、当事業年度の末日並びに報
告書提出日の属する月の前月末現在における当該新株予約権又は当該新株予約権付社債に
係る新株予約権の数、新株予約権のうち自己新株予約権の数、目的となる株式の種類（内
容を含む。）及び株式数、行使時の払込金額、行使期間、行使により株式を発行する場合の
株式の発行価格及び資本組入額、行使の条件、譲渡に関する事項、代用払込みに関する事
項並びに組織再編成行為に伴う交付に関する事項を記載すること。なお、新株予約権付社
債を発行している場合には、その残高についても記載すること。
ｂ その他提出会社に対して新株の発行を請求できる権利が存在している場合には、新株予
約権又は新株予約権付社債に準じて記載すること。
ｃ 旧転換社債等を発行している場合には、当事業年度の末日並びに報告書提出日の属する
月の前月末現在における転換社債の残高、転換価格及び資本組入額又は新株引受権の残高、
新株引受権の行使により発行する株式の発行価格及び資本組入額を記載すること。
ｄ 「代用払込みに関する事項」の欄には、金銭以外の財産を新株予約権の行使の際に出資
の目的とするときは、その旨並びに当該財産の内容及び価額を記載すること。
ｅ 「組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項」の欄には、会社法第236条第
１項第８号に規定する事項を記載すること。
ｆ 行使価額修正条項付新株予約権付社債券等を発行している場合には、その旨、当該行使
価額修正条項付新株予約権付社債券等の特質及びのｅの⒜から⒠までに掲げる事項を欄
外に記載すること。
ｇ 会社法第236条第１項各号に掲げる事項につき異なる定めをした内容の異なる新株予約
権を発行した場合には、内容の異なる新株予約権ごとに記載すること。



［略］ (21２)


［同左］

［削る。］ 

ライツプランの内容
ａ 「第一部 企業情報」の「第２ 事業の状況」の「３ 経営方針、経営環境及び対処す
べき課題等」において記載を要する財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関
する基本方針に照らして不適切な者によって当該会社の財務及び事業の方針の決定が支配
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